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政治混乱のなかで大モンゴル国建国８００年を祝う

こい ぶち しん いち

鯉 渕 信 一

概 況

テムジンがモンゴル民族を統一し，ハーン位に即位してチンギス・ハーンを名

乗ったのが１２０６年の春，モンゴルはそれを記念して２００６年を「大モンゴル国建国

８００周年」と定め，外国から多数の来賓を招いて盛大に祝った。街には「チンギ

ス・ハーン」があふれ返った。国会議事堂前には巨大なチンギス・ハーン像が建

ち，国際空港はチンギス・ハーン空港と改名され，本屋にはチンギス・ハーン関

連本が山積みにされた。首都ウランバートルの名称をチンギス・ハーン市に変え

ようという提案さえ飛び出す勢いだ。あまりの氾濫ぶりに，チンギス・ハーン名

の使用を法的に制限しようという法案が国会に提出される始末である。

しかし華やかな祝賀行事とは裏腹に，２００６年のモンゴルの政治は混乱した状況

下に推移した。年明け早々の１月１３日にはエルベグドルジ政権が崩壊した。民主

党の内部分裂に端を発した混乱が他党にまで影響を及ぼし，ついに人民革命党の

閣僚１０人が辞任するに至って総辞職に追い込まれたのである。人民革命党党首の

Ｍ・エンフボルドが政権を引き継いだが，鉱物資源法改正問題，貯蓄信用組合の

倒産問題，汚職問題などで市民運動の激しい攻撃にさらされ，また国会において

も不信任案が提出されるなど厳しい政権運営を強いられた。

こうした政治状況下ではあったが，経済面では国際市場で価格が上昇している

銅やカシミヤなどの輸出増に支えられてGDPは８．４％の高い成長率を示し，１９９４

年以降続くプラス成長を維持した。消費者物価指数は６％で前年比３．５％下落し

安定した状態にあった。財政収支，貿易収支ともに黒字を確保し，また牧畜は自

然条件に恵まれて，家畜数が史上最高の３４８０万頭を記録した。

対外関係面では活発な動きがみられた。特に注目される動きとしては，エンフ

ボルド首相の訪日（２月），盧武鉉韓国大統領の来訪（５月），ロシアのフラトコフ

首相の来訪（７月），小泉純一郎首相の来訪（８月），エンフボルド首相の中国訪問

（１１月），エンフバヤル大統領のロシア訪問（１２月）などがあげられる。
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国 内 政 治

新年早々にエルベグドルジ政権崩壊

２００６年１月早々，エルベグドルジ政権が人民革命党所属の全閣僚１０人の辞表提

出を受けて総辞職に追い込まれた（１３日）。同政権は，２００４年６月の与野党が拮抗

した総選挙結果を受けて，人民革命党と「祖国・民主連合」の連立政権として発足

した。しかし同政権は，不安定な勢力バランスの上の妥協の産物といえるもので

あった。ほとんどの政党が政権に参加したことで，エルベグドルジ首相は自らの

政権を「歴史的な挙国一致内閣」と位置づけたが，しかし寄り合い所帯政権であり，

政権発足当初から分裂の危機をはらんだものであった。

出身母体の民主党が２００４年末の党首更迭騒動をきっかけに対立を激化さ

せ，２００５年には修復不可能な状態にまで陥った。そうした混乱のなかで祖国党な

どが連立を離脱したことで連立構造が崩れ，一方で補欠選挙の勝利などを経て勢

力を伸ばした人民革命党が単独政権掌握への動きを強めるなど不安定な政権運営

が続いていた。そして１月１０日，人民革命党所属の閣僚１０人が政治的混乱，連立

解消による政権維持の根拠の消滅，連立協約の不履行などを理由に内閣解散の要

求書を国会議長に提出し，翌１１日には辞任した。閣僚１７人中１０人が辞任したこと

で，エルベグドルジ内閣は総辞職に追い込まれた。同政権は発足時の連立協約で，

首相の２年交代，閣僚の与野党均等配分などで合意していたが，結局，任期２年

の合意に８カ月を残して１年４カ月の短期政権で終わってしまった。

エルベグドルジ政権崩壊の真の理由は定かではない。人民革命党が理由にあげ

た政治の混乱は急に始まったわけでなく，また連立はすでに２００５年早々には解消

されていた。国民の間からは，エルベグドルジ政権が本気で汚職対策に取り組み

始めたからだ，単なる権力争いだ，といった憶測が飛び交った。政権交代直後の

各種世論調査では，強引な手段を取った人民革命党の支持率が急落した。

新エンフボルド政権の発足と政党の混乱

エルベグドルジ内閣の総辞職を受けて，Ｍ・エンフボルド人民革命党党首が政

権を担うことになった。エンフボルド新首相は１９６２年ウランバートル市生まれで

４４歳。１９８７年にモンゴル国立大学経済学部を卒業後，ウランバートル市役所に勤

務，企業経営局長，チンゲルタイ区助役などを経て政治家に転進した。区議会議
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長，２０００年からウランバートル市長，ウランバートル市党委員長などを経て，２００５

年６月，大統領就任で党籍を離れたエンフバヤル前党首の後を受けて党首に選出

された。また党内的にはエンフバヤル大統領に近く，中道左派，社会民主主義路

線の立場に立っているとみられている人物である。

人民革命党は当初単独政権を目指したが，国会の最大政党ではあるが過半数を

超えていないため，結局，連立政権を樹立させた。民主党の政権参加拒否を無視

して元民主党党首で元首相のエンフサイハンを副首相に据え，同じ民主党のナラ

ンツァツラルト元首相を建設・都市計画相に，また祖国党党首のエルデネバトを

燃料・エネルギー相，共和党党首のジャルガルサイハンを産業・通商相，国民党

のグンダライを保健相に据えるなどして連立政権を発足させた。エンフボルド首

相は新政権を「国民融和政権」と名づけたが，民主党分裂を誘う形でエンフサイハ

ン元党首らを入閣させ，また党首の私的政党ともいえる祖国党や共和党などから

入閣させるなど，国民融和とはかけ離れたものという印象が強い。

上述の政権交代は民主党の分裂を加速させるなど，各政党にさまざまな影響を

及ぼした。民主党は新政権への不参加の決定に反して入閣したエンフサイハンら

４人を除名した。一方で除名されたエンフサイハンらは，新たに国民新党を結成

するに至った。２００２年に国民勇気党と共和党が合併した国民勇気・共和党は共和

党党首のジャルガルサイハンが入閣したため再分裂し，さらに祖国党も党首の入

閣をめぐって賛否が分かれて分裂状態となった。また政権離脱後，民主党は，国

民勇気党と「影の内閣」を組織したが，結局，民主党の混乱が引き金となって「影

の内閣」も崩壊した。このように野党勢力が混乱するなか，民主党議員Ｏ・エン

フサイハンの死去に伴う補欠選挙（９月）で人民革命党が圧勝し，人民革命党は議

席数を３９に伸ばして過半数を確保することとなった。

エンフボルド新政権の政策

エンフボルド政権は政権成立の経緯や自身に対する汚職疑惑の流言などから低

い支持率下での船出であった。しかも急展開の政変劇のなかでの政権交代であっ

たために，前政権が残した仕事の引継ぎと山積みにされた課題の整理，そして支

持率回復に迫られた１年であった。また資源開発問題，汚職問題，環境問題など

で政府批判の市民運動の高まりがあり，１０月には民主党会派が国会に政権解散要

求書を提出するなど，不安定な状況下での政権運営であった。

エンフボルド首相は政権発足後にまず，前政権下で設定された２００４～２００８年政
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府活動計画の継続を表明し，さらに同計画の優先課題として１０項目の基本指針を

示して政権の姿勢を明らかにした（３月２２日）。同基本指針で示されたのは，盧教

育水準の向上，盪人材開発の強化，蘯持続的経済成長とその成果の公正な社会還

元，盻生活水準の向上，貧困層の削減，眈不動産の的確な所有環境の構築，眇中

小企業のためのインフラ，税制の整備と雇用の創出，眄地方の開発強化，エネル

ギー供給強化，幹線道路建設の継続，牧地の潅漑化，眩行政の役割分担の改善，

地方の自立支援，汚職追放，眤自然環境の保護と的確な活用，眞資源開発におけ

る国際競争力強化，相互互恵の投資政策の推進などであった。しかしこれらは内

容に新味はなく，しかも具体的目標はまったく明示されなかった。

いずれにせよエンフボルド政権は，こうした基本指針を掲げて政策課題に取り

組んだわけだが，十分に成果を上げたとは言い難い。後述するように性急で、し

かも人気取り的な政策決定が多く，国民の評価を落とした。３月末の「誰が政治

リーダーか」を問う世論調査によると，エンフボルド首相は人民革命党支持層の

うちでもわずか６％の支持率という惨憺たるものであった。

例えば，就任早々の２月８日には最低労働賃金を２４．７％，社会保障年金額を

３２．３％，公務員の平均給与を３３％それぞれ引き上げることを打ち出した。しかし，

これらは内容の吟味，予算措置などの十分な検討が行われないまま進められた。

公務員給与は２００５年に７．５％の引き上げが行われ，２００６年予算では２月と１０月の

２回に分けて各１０％ずつ計２０％引き上げることが決定していたにもかかわらず，

突然の大幅引き上げを目指したのである。結局，国会で引き上げ幅は１７．５％にさ

れた。また６月には新婚夫婦に５０万トグ
リグ，新生児に１０万トグ

リグの支給，さらに０～１８歳

までの子供に月額３０００トグリグの支給が国会で可決された（６月２日）。１月１日にさか

のぼって適用され，７月１日から支給が開始された。これらは２００４年の選挙時に

与野党が競って公約として掲げていたもので，前政権が少子化対策という名目で

打ち出したものに修正を加えたものだが，さまざまな問題が続出して混乱してい

る。これらの政策は一部受益者には好意的に受け取られたが，一方で２００８年に予

定されている選挙目当てのばら撒き政策ではないかという厳しい批判が噴出した。

また地方振興の名目で２００７年予算案として，選挙区ごとに２億５０００万トグ
リグを分配

する案（７６選挙区合計で１９０億トグ
リグ）が提案された。これに対しては，現職議員が有

利となる選挙目当てのばら撒き政策であり，現職議員による恣意的予算執行が伴

い，かつ汚職の危険を招くとして国民からの強い非難を浴びた。エンフバヤル大

統領も拒否権を発動したが，結局，予算の執行権を知事に与えることで国会議員

２００６年のモンゴル

９７



の３分の２以上の賛成を得て可決した。

この他の特記される取り組みとしては，超過利得税法制定（５月，後述），法人

税法改正（６月），付加価値税法改正（６月），鉱物資源法改正（７月，後述），汚職

防止法改正（７月），また貯蓄信用組合の破綻やスーパーマーケット事故に対する

補償対策，公務員の削減，４万戸住宅建設計画推進などがあげられる。ほとんど

が前政権から引き継いだものであったが，野党勢力と市民運動の激しい攻撃を受

けながら進められた。超過利得税法は関連企業の激しい反対があり，１１月には改

正を余儀なくされた。汚職防止法は成立したが，その中心的役割を担うべき汚職

防止委員会の委員長の任命さえ足踏み状態にある。

また，ウランバートルの大気汚染問題やニンジャと呼ばれる鉱物資源の不法採

掘集団の増加が社会問題化している。大気汚染は石炭の煤煙，車の排気ガスなど

が原因だが，特に大量に石炭が使用される冬季は街全体がスモッグで覆われ，時

に視界不良で飛行機が着陸できない有り様である。またニンジャは金や石炭，蛍

石などを不法に手掘りで採掘している人々だが，総計１０万人に達し，２００５年には

５～１０覈の金，５２万覈の石炭，５１．２覈の蛍石を採掘し，実際に１．５～１．７覈の金を

モンゴル銀行に販売したとされている（Zuuni Medee，２００６年４月１９日）。大気汚

染問題にせよ，ニンジャ問題にせよ貧困問題が深く関わっており，政府は法整備

の必要性には言及しつつも手をこまねいている状況である。

経 済

好調な経済実績

政治は不安定な状況にあったが，２００６年のモンゴル経済は前年に引き続き好調

を維持した。国家統計局の発表（２００７年１月１７日，暫定値）によれば，実質GDP

成長率は２００４年の１０．４％には及ばなかったものの，目標を上回る８．４％を達成し

て１９９０年の市場経済導入以後２番目に高い成長率を記録した。この８．４％成長の

うち農牧畜業部門と工業部門が各２％，サービス部門が４．４％を占めた。インフ

レ率も前年比で３．５％下がって６％となり，安定傾向を示した。

国家財政は歳入が外国からの無償援助を合わせて１兆３５３２億トグ
リグ，歳出が１兆

１２４５億トグ
リグであった。財政収支は１２４５億トグ

リグとなり，前年比では実に２倍を超える黒

字であった。経常収支も３６８４億トグ
リグの黒字となり，前年比で５８．６％増であった。税

収も前年比で６２．６％増（４３３４億トグ
リグ）の大幅な伸びを示した。このうち付加価値税が
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３１％増（５６１億トグ
リグ），特別税が２１．２％増（２１２億トグ

リグ），輸出入税が２５．３％増（１４４億トグ
リグ）

であった。

工業総生産は前年比９．１％の伸びを示した。このうち製造業部門が２３．２％の大

幅な増加となり，次いで電力，熱力，水供給が２．５％，鉱物採掘部門が１．７％の増

加であった。貿易総額は３０億トグ
リグに達し，前年比３４．２％増となった。うち輸出は

４３．６％増，輸入は２５．７％増で貿易収支は３９６０万訐の黒字となった。輸出額の４１．６％

が銅精鉱，１７．７％が金，５．７％が梳毛カシミヤ，２．６％が繊維製品類であった（図

１参照）。しかし生産量からみると，銅精鉱生産は４．２％増，金は６．５％の生産減

であり，輸出額の増大は価格の上昇に伴うものであったことが分かる。

牧畜部門は近年稀にみる良好な気象条件に恵まれて大きな成果をあげた。家畜

総数は１０．８％増加して３４８０万頭に達し，家畜数調査を開始した１９２４年以降で最高

を記録した。特に市場経済導入以降，カシミヤ原毛が現金化しやすいことから急

増している山羊が１６．５％増加し，家畜全体に占める割合が４４．４％に達したことが

注目される。山羊は羊と異なり，牧草を根こそぎ食べる習性を持っているため草

原の劣化が懸念されている。農業部門も前年比で小麦収穫が８４．３％増，馬鈴薯

３１．８％増，食用野菜１０％増，干草調達１６．３％増など好調であった。

図１ 年度別輸出産品構造

（出所） Mongol Ulsin Undesnii Statistikiin Gazar，Mongol Ulsin Ediin Zasag，Niigmiin
tuhai Baidlin Taniltsuulga，２００６年１２月，および，同２００３年１２月より作成。
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開発熱高まる地下資源

モンゴルで豊富な埋蔵量が確認されている銅，モリブデン，石炭，蛍石，亜鉛，

金などの開発をめぐって内外の注目が集まっている。特に南ゴビ地域にあるウム

ヌゴビ県のタバン・トルゴイ鉱区（中国国境から２５０キロメートル），同県のオヨー・トルゴ

イ鉱区（中国国境から８０キロメートル）は，その埋蔵量の大きさから強い関心を引いている。

タバン・トルゴイ鉱区では石炭５１億覈，うち鉄鋼用の原料炭が１８億覈，オヨー・

トルゴイ鉱区では銅量ベースで約１５００万覈という，世界有数の大規模な埋蔵量が

見込まれている。

現在，銅精鉱生産はエルデネット銅山が稼動しているのみだが，各地で金，亜

鉛，蛍石，石炭，石油などの開発も進んでおり，鉱業部門は国際価格の高騰にも

支えられて最重要産業に急成長している。２００６年には鉱業部門はGDPの２０％余

り，工業総生産の６５．４％，輸出額の７３．８％に達している。現在のところGDPに

占める割合は農牧畜業部門と拮抗しているが，今後，鉱物資源の戦略的重要性は

ますます高まっていくことは確実であり，モンゴル経済は資源開発を軸に大きく

変貌していくことになろう。こうしたモンゴルの地下資源をめぐって，中国，ロ

シア，日本，欧米各国などを中心に各国が積極的な動きを展開した。

例えば中国は２００６年末現在，モンゴルの銅精鉱の９５．５％，モリブデンの９１．９％

を輸入しており，自国の経済成長にとってモンゴルの資源は欠かすことのできな

いものとなっている。また中国は対モンゴル投資額で過去８年間，連続１位の座

を占めているが，その６０％余は鉱業部門にあてられている。２００５年にはオヨー・

トルゴイ鉱山開発に向けて３億訐の低利借款を供与し，すでにタバン・トルゴイ

に火力発電所建設，大量輸入に備えて国境から中国国内に向けて道路，鉄道など

のインフラ整備などを開始している。２００６年１１月のエンフボルド首相の訪中時に

は，フブスグル県エグ河の水力発電所建設への３億訐低利借款供与の覚書に署名

したが，同発電所はオヨー・トルゴイをはじめエルデネットなどへの電力供給を

目指したものである。また金額は明確でないが，１１月にはスフバートル県スフ

バートル村に８０％中国資本によるエルデネ・フデル炭鉱が稼動した。

ロシアは旧ソ連時代からの鉱山権益を引き継いで現在も活発な事業を展開して

いるが，一層の強化を目指して動いている。１２月のエンフバヤル大統領のロシア

訪問の際のプーチン大統領との会談では資源開発問題が重要な議題となった。ま

た７月のフラトコフ首相の来訪時には，２０１０年までに資源開発を中心とした３０億

訐にのぼる対モンゴル投資を計画していることが表明され，共同声明にも鉱業分
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野の協力強化が盛り込まれた。また首相自らが鉄鋼大手や非鉄金属大手のセベル

スタリ社，ノリィスキー・ニッケル社，バゾブゥイ・エレメント社，レノバ社な

どの企業名を挙げてオヨー・トルゴイなどの採掘権獲得に強い意欲を示した。ま

た４月のツェンゲル道路・運輸・観光相のロシア訪問時には，モンゴルの１５００
キロメ
ートル道路建設をタバン・トルゴイの炭鉱権益で支払う案に基本合意したことが明

らかになった。さらに１２月には，一度契約期限切れとなったバヤンウルギー県の

アスガスト銀鉱の採鉱権をモンゴル・ロシア合弁企業モンゴルロスツベトメト社

が再契約するといった動きもあった。

日本もモンゴルの地下資源に強い関心を示し，小泉首相とエンフボルド首相の

２度にわたる会談でも資源開発の協力問題が取り上げられた。２月には新エネル

ギー・産業技術総合開発機構がモンゴル産業・通商省と石炭探査推進で合意

し，５年計画で東ゴビ，中央ゴビ地帯での調査活動を開始した。また三井物産が

オヨー・トルゴイ開発の中心的企業であるアイバンホウ・マインズ社と共同で銅，

金，石炭開発やインフラ関連事業の推進で合意した（２００５年８月）。伊藤忠商事も

前年の丹羽社長に引き続き７月には小林社長が来訪し，大統領，首相らと会談し

てタバン・トルゴイのコークス炭鉱開発事業参画への協力を要請した。６月に経

済産業省とモンゴル産業・通商省間の第１回定期協議が開催され資源開発が重要

なテーマとなった。また８月には大手商社を中心とした日本モンゴル経済委員会

経済交流ミッションが来訪したが，関心事は資源開発であった。

「鉱物資源法」改正問題

地下資源への開発熱が高まるなか，２００４年頃からモンゴル国内でいわゆる資源

ナショナリズムが高まり，現行の鉱物資源法は外資企業に有利すぎるのではない

かといった不満が噴出して改正論議が熱を帯びはじめた。そして２００５年１２月には

改正法案が国会に上程されるに至った。

２００６年には同改正法案をめぐって議論が百出し，急進的な市民グループなどが

外国企業への優遇措置の撤廃，採掘権料の引き上げ，採掘権付与期間の短縮，自

動的継続契約の廃止，地元自治体への利益還元，環境保護の強化などを要求して

デモや座り込みを繰り返し，ついには焼身自殺者が出る（４月１９日）までに問題が

沸騰した。諸外国政府，開発に関心を示す外国企業は危惧の念を抱きつつ，その

議論の行方を注視したのである。こうしたなかで７月８日，国会で鉱物資源法が

可決した。さまざまな議論の末であったが，新法は基本的方向としては旧法を踏
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襲したものとなった。しかし旧法と比べてモンゴル側に大きく有利なものとなっ

ており，外国投資企業は相当のコストアップを強いられるものとなった。

旧法との大きな相違点は，環境保全に関する義務の厳格化がはかられ罰則規定

が設けられたこと，当該地方自治体への採掘権料の還元率を明示するなど，自治

体権限の強化をはかったこと，１企業の外国人労働者数を１０％以下に制限したこ

と（鉱山関連企業以外は３０％以下），また国家の安全，地方の経済，社会発展に大

きな影響を与えるか，GDPの５％以上を生産する鉱区を戦略的鉱区と位置づけ

て一般鉱区と区別し，国家資本の投入を可能にしたことなどが挙げられる。この

ほか採掘期間を６０年から３０年に短縮，採掘権料（２．５％から５％へ，石炭は据え置

き）や鉱区利用料（ほぼ２倍）の引き上げなどがはかられた。地方自治体への採掘

権料配分は当該村に１０％，県に２０％とし，国家が７０％を得ることとなった。また

特別許可鉱区の配分率は村が２５％，県２５％，国家５０％とされた。

新鉱物資源法に対しては，環境保全に関する罰則規定が不十分である，あるい

は戦略的鉱区で国家資本の投入が５０％以下に制限されているが，もっと国家の関

与を高めるべきだなど反対意見も出ているが，大きな動きにはなっておらず，法

改正の動向を見極めようと具体的投資を控えていた外国企業の動きが今後活発化

するものと思われる。

「超過利得税」の導入

銅や金の価格上昇傾向が続くなかで５月１２日，突如として「超過利得税法」（モ

ンゴル名称「若干の価格上昇製品に関する税法」）が国会で採択された。児童支援

手当の支給論議のなかで，その財源を確保する手段として４月中頃に急浮上して

きた案だが，ほとんど議論もされずに法案は国会を通過したのである。国民から

は「歴史上，最も短期間で成立した法律」と揶揄された。

同法は銅，金の適正利潤を定め，価格上昇によって適正利潤を超えたときにそ

の超過分に対して６８％を課税するというもので，銅は１覈当たり２６００訐，金は１

觴当たり５００訐を適性利潤とした。ロンドン金属取引所の国際相場を指標にして，

それを上回る価格となった場合にその超過分に６８％を課税し，その税収分を開発

基金として社会発展に活用しようという考え方である。大蔵省の試算では，銅１

覈当たりの価格が５１００訐と仮定した場合，１日当たり７億トグ
リグの税収となるとされ

た。大蔵省の発表では（１１月５日），実際に同法施行後５カ月間で超過利得税の税

収は１５５０億トグ
リグに達した。
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しかし同法は鉱山関連企業の猛反対を受けた。企業の収益が大幅に減少し，設

備投資が困難となり，延いては雇用の縮小をもたらす，またモンゴルが外資企業

との間で築き上げてきた信頼関係が崩れ，投資環境にも悪影響を与え，モンゴル

の国際的評価を著しく下げることになるなどという主張である。そして企業の反

発は，１０月末現在で国立銀行への金の販売量が前年同期比５５２９．９キログラム 減の７７１０．９
キログ
ラム という形で表れた。実に４２％余りも急落したのである。企業が超過利得税を

敬遠し，あるいは政府の朝令暮改の政策決定を見越したうえで減産措置を取った

り，国立銀行への販売を手控えた結果だと考えられる。結局，政府は１１月１２日，

金に対する課税基準を１觴当たり５００訐から６５０訐に引き上げる改正案を国会に上

程せざるを得なくなった。さらに追い討ちをかけるように，憲法裁判所が同法の

金課税条項に違法判断を下した。つまり，「ロンドン金属取引所の金価格を基準と

する」（第３条１項１）とあるのに対して，ロンドン金属取引所では金の売買はな

されていないことを指摘し，違法判断を示したのである。

もともと同法は銅についてのみを対象としたものであったが，人民革命党の意

向で金条項が急遽追加された経緯がある。何とも杜撰な法律ではある。いずれに

せよ，２００７年度予算は同法による税収を見込んで策定されており，今後，政府は

厳しい対応を迫られることになる。

対 外 関 係

２００６年の対外関係は，大モンゴル国建国８００年記念イベントや資源開発を軸に

活発な動きが見られた。同イベントへの外国からの公式招待客は大統領，首相，

国会議長クラスを含む５０カ国・国際機関から３００人余りにのぼった。

２００６年も中国・ロシアとの間のバランスを取りつつ両国との関係強化をはかり，

かつ欧米諸国や日本など先進国との協調を進めるという，モンゴル外交の基本で

ある全方位的な外交を積極的に展開した。とりわけ注目を引いたのがロシアとの

関係強化の動きやアメリカ主導による多国間軍事演習（８月）に象徴されるアメリ

カの軍事的プレゼンスの高まり，モンゴルの地下資源開発への中国の積極的な動

きなどであった。またアジア欧州会合（ASEM）に加盟したのをはじめ，アメリカ，

日本，ドイツ，トルコ，スペインなど１０カ国余りと政府間協議を行い，今後１０年

の協力方針を明確にしたことなども特記される。
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対中国関係

２００６年の首脳交流は，６月に上海協力機構（SCO）首脳会議でエンフバヤル大統

領と胡錦濤国家主席が会談し，１１月にエンフボルド首相が公式訪問をしたのみで

あったが，経済面ではモンゴルの輸出額が前年比で２倍増を記録し，うち銅精鉱

輸出が前年比４９．１％増，輸入も３３．４％増となるなど著しい拡大基調で推移した。

２００６年も中国側からの対モンゴル支援の動きが目立った。エンフボルド首相の

訪中時に，中国側は特に資源開発とインフラ建設を重点に協力を進めることを強

調し，フブスグル県エグ河の水力発電所建設に対する３億訐借款供与を約束した。

またスポーツ会館建設に１億６０００万元の無償援助で合意し，モンゴル側の旧社会

主義時代の借款残債（１８３０万ルー
ブル，５６０万スイス

フラン）の返済免除要請に対しても，中国側は

検討することを約束した。１２月２２日には汪光�建設部部長が来訪し，モンゴルの
４万戸住宅建設計画への投資，建設専門家養成のための各種支援などを盛り込ん

だ協力覚書に署名した。３月２７日には中国の無償援助によって，中国フルンボイ

ル県シネバルガ左旗からドルノド県ハルハゴル村のバヤンホショー国境税関所に

電力の供給が開始された。また両国間の学術交流も展開され，７月から３カ月に

わたってアルハンガイ県ホトント村で８～９世紀のウイグル都市遺跡の本格的な

共同発掘調査が行われ，１２月にはモンゴルの国民的詩人Ｄ・ナツァグドルジ生誕

１００年を記念して北京で国際会議が開催された。

こうした交流進展の一方でさまざまな問題も発生したが，政治問題化すること

はなかった。例えば８月２１日にダライ・ラマ１４世が来訪し，中国外交部が抗議声

明を発表した。２００３年のダライ・ラマ訪問時には，中国は国境の二連駅でモンゴ

ル列車の通過を拒否するなどの厳しい姿勢を示したが，今回は一度の抗議声明の

みで収束したのである。このように政治レベルでの対立は回避されているが，交

流の深化につれて民間レベルのトラブルが頻発している。新聞ではモンゴルでの

中国企業の不法行為や商品の欠陥，不備などを指摘する記事が紙面を賑わせてい

る。特に鉱物資源に関する違法行為には敏感で，タバン・トルゴイでの石炭の不

法持ち出し（４月１３日），偽造書類での亜鉛持ち出し（６月２４日）などは繰り返し報

道された。政府庁舎の修理作業に中国人労働者が携わっていることに対して，「国

家機密は守られるのか」といった記事さえ掲載された（６月６日）。両国建設労働

者同士の集団暴力事件（５月２８日）や中国人労働者が警察官に暴行を加えるといっ

た事件も報道されている（１０月７日）。

民族主義的な思想的背景を持った若者集団による中国系企業への襲撃事件が，
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昨年に引き続き連続して発生した（２月３日，６日）。またモンゴルでのチンギ

ス・ハーン称賛の高まりに対して，中国の『現代アジアと太平洋』誌３月号が

「民族主義の高まりの象徴」といった論調の論文を掲げたが，これに対して Odrin

Sonin 紙が激しい反論を掲載し（５月３１日），また Uls Toriin Sonin 紙が２００４年の

中国雑誌の「チンギス・ハーン，フビライ・ハーンはわが中国の功労者」という記

事を取り上げて，「歴史を歪曲している」との非難記事を掲載する（１１月７日）など，

モンゴル人の伝統的ともいえる対中国警戒心が高まりつつあるかに見える。

正規登録済のモンゴル在住中国人労働者は７８５０人（９月末）だが，不法滞在労働

者はこの１０数倍に達しているともいわれ，モンゴル人とのトラブルは絶えない。

新鉱物資源法のなかで，「１企業の外国人労働者数を１０％以下」と規定したのは，

急増する中国人への警戒の表れといっても過言ではない。

対ロシア関係

２００６年の両国関係はエンフバヤル大統領のロシア訪問（１２月４日），フラトコフ

首相の来訪（７月１１日），ラブロフ外相の来訪（３月１５日），ルシコフ・モスクワ市

長の来訪（６月２２日）など活発な外交が展開された。経済面でも資源開発事業や貿

易が拡大している。特にロシア側がオヨー・トルゴイやタバン・トルゴイの資源

開発へ強い関心を示したことが特記される。

エンフバヤル大統領のロシア訪問は７人の閣僚が同行するなど，国内メディア

から「政府がモスクワに移った」と評されるほどの大掛かりなものであった。プー

チン大統領との会談では中国をけん制するかのように，特に「伝統的な友好関係」

が強調され、その基礎の上に燃料エネルギー，地下資源開発，運輸，農牧畜，投

資部門などの協力強化，また軍および軍事技術の協力強化が表明され，国境秩序

システムに関する条約，２００６～２０１０年通商・経済発展計画，両国安全評議会間協

力協定，鉄道部門協力覚書など１４文書に調印した。通商・経済発展計画では２０１０

年の貿易額目標を２００６年現在の２倍強の１億訐に設定された。

７月１１日にはフラトコフ首相が来訪し，経済，投資，国境地域協力などに関し

て協議し，５年間の包括的経済協力で基本合意した。またフラトコフ首相はロシ

ア企業がモンゴルの石炭，金，ウランなどの開発，石油開発会社の設立，大型プ

ロジェクト推進などに強い関心を抱いていることを表明した。７月９日には，ロ

シア・モンゴル政府間経済協力委員会第１２回会議（ロシア側代表：ゴルデエフ農

業相）が開催されたが，ここでも資源開発問題は重要な議題となった。また１１月

２００６年のモンゴル
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１２日から３日間，ウランバートルで「モンゴルの有用資源―２１世紀」と題する両国

専門家会合が開催されたが，そこでは両国の資源開発７５年の歴史のなかで，両国

専門家が協力して８０種余りの鉱物，６０００余りの鉱床を明らかにしたこと，改めて

協力関係を再構築することの重要性が強調された。ロシアからの官民挙げての資

源開発へのアプローチが強まっている感がある。

また，モンゴル・ロシア合弁のエルデネット銅鉱山会社の利益分配率の変更に

関する問題が浮上した。同社は現在，モンゴル唯一の銅鉱山でGDPの２０％を生

産し，モンゴルの輸出額の５０％を占める最大企業で，５１対４９の比率（モンゴル側

５１％）で配分しているが，３月の会議でロシア側から５０対５０への変更が提案され

たものである。まだ決着をみていないが，フラトコフ首相来訪時，エンフバヤル

大統領の訪問時にもロシア側から言及があり，解決を迫られている。

対日関係

エンフボルド首相が３月２６日，首相就任後の最初の外遊先として訪日し，また

小泉首相が８月１０日にモンゴルを訪問した。こうした相互訪問を通じて，今後１０

年間の「総合的パートナーシップ」構築に向けて幅広く意見交換が行われ，日本の

経済産業省，農林水産省，環境省とモンゴル関係省間の定期協議の開催やモンゴ

ルの地下資源開発面での協力強化などで合意した。

またエンフボルド首相来訪時には，「大モンゴル国建国８００年」を記念して２００６年

を「日本におけるモンゴル

年」，２００７年を「モンゴルにおけ

る日本年」と位置づけて交流発

展を目指すことが合意された。

こうした動きを背景に２００６年の

日本・モンゴル関係は官民含め

て交流が深まった１年であった。

特にエンフボルド首相の来訪時

にはモンゴルの中小企業振興お

よび環境保全を目的としたツー

ステップローン事業計画に対す

る日本の円借款供与（２９億８１００

万円を限度とする）に関する交

政治混乱のなかで大モンゴル国建国８００年を祝う
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換公文に署名し，１２月からはその貸付が開始された。また日本からは政治家のモ

ンゴル訪問が相次いだ。武部自民党幹事長（５月４日），金田外務副大臣（７月２

日），中川農林水産大臣（７月１０日），額賀防衛庁長官（当時，９月１日）などをは

じめ，実に国会議員８０人以上が訪問するという活況を呈した。５月にはカタール

で開催されたアジア協力対話（ACD）に参加した麻生外務大臣とＮ・エンフボル

ド外務大臣が会談した。

また日本は上述の中小企業振興支援のほか，貧困農民支援（３億３０００万円，１

月），食糧支援（２億円，４月），東部幹線道路建設・道路建設機材整備計画（２４億

円，５月），「第３次初等教育施設整備計画」（８億８７００万円，７月）人材育成奨学計

画（３億１６００万円，８月），ノンプロジェクト無償資金協力（８億円，１１月）などを

供与し，さらに２６件にのぼる草の根・人間の安全保障無償資金協力を行った。日

本の対モンゴル支援は１９９１～２００６年間に約１６億訐に達しており，世界の対モンゴ

ル支援全体の２３％を占め，アジア開発銀行（ADB）に次いで２番目となっている。

文化事業としては日本映画際の開催（６月，７月），日本の伝統芸能・能楽公演

（６月）などのイベントが開催されたほか，モンゴル側が４月１日から１２月末まで

９０日以内の観光・商用等でのモンゴル入国査証の免除措置をとった。

モンゴルでの軍事的プレゼンスを高めるアメリカ

モンゴル・アメリカ関係は１９９０年代初めの民主化以降，交流を活発化させてき

たが，１９９６年の非共産党系政権誕生を機にその関係はより緊密度が増し，質的な

変化がはかられた。モンゴル側はアメリカをロシア，中国に次ぐ重要な国家と位

置づけ，軍事部門における協力関係の構築に踏み込んだのである。１９９６年６月に

は軍事部門協力協定が締結され，７月にはモンゴルで“Magic－９６”と名づけら

れた合同軍事演習が初めて実施され，アメリカ軍側からは５０万訐相当の軍事物資

の支援が行われた。その後，２００１年９月１１日のニューヨークでの同時多発テロを

契機にモンゴル側の対米協調路線が一層強化された。アメリカ主導の反テロリズ

ム闘争では，いち早く対米支持を打ち出し，イラクやアフガニスタンなどへの平

和維持部隊の派遣にも積極的に取り組んできた。ソノンピル国防相の記者発表

（２月２７日）によれば，こうしたモンゴルの対米協調姿勢に対してアメリカは２０００

～２００５年間に武器，技術，施設などの軍事援助として２７００万訐の支援をモンゴル

に行った。

２００６年８月１０～２４日には，ウランバートル郊外のタバントルゴイ軍事演習場で

２００６年のモンゴル
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モンゴル軍部隊６３０人，アメリカ部隊３００人を中核にインド，タイ，バングラデ

シュ，トンガ，フィジーなど計７カ国が参加した初めての多国間による合同軍事

演習が行われた。演習は「ハーンの遠征」と名づけられ、指揮所演習と実働演習の

両面から行われ，指揮所演習には日本の自衛隊や韓国軍の将校も参加した。ロシ

アと中国には正式参加要請は行われず，両国はオブザーバーとして視察参加にと

どまった。演習は国際平和維持活動の一環として行われたわけだが，アメリカ側

にとっては軍事力を増強する中国とロシアに対するけん制，流動化する中央アジ

ア地域にくさびを打ち込む意味をもつものであり，モンゴルの対米協調姿勢がよ

り明確になったといえる。２００５年のブッシュ大統領の来訪以来，モンゴルにおけ

るアメリカの政治的，軍事的プレゼンスはますます高まりつつある。

２００７年の課題

モンゴルの政治は２００４年の総選挙以来，主導権争いに終始して混乱状態を続け

てきた。２００７年は２００８年に予定されている総選挙を控えて，政治的対立が一層深

まることが予想される。また選挙目当ての人気取り政策が頻発される懸念もある。

一方で貧困層は３７％に達しており、また２００６年の地下資源問題や環境問題で示さ

れたように国民の政治意識の高まりがあり、社会不安さえ起こりかねない状況に

ある。いかにして政治的安定をはかり，国民の政治への信頼を取り戻すことがで

きるかが重要な課題となる。

経済面では，政府は２００７年の実質成長率を８．６％，消費者物価上昇率を６％，

歳入を前年比２３％増，財政赤字を対GDP比４％と設定した。税収の柱は鉱物資

源やカシミヤなどの輸出税や超過利得税である。特に超過利得税に関しては銅１

覈当たり６０００訐，金１觴当たり６７０訐として計算して大幅な増収を見込んだ。し

かしこれらは国際価格に大きく左右されやすいうえに，予算編成後に超過利得税

の税率引き下げが行われ，また同法の金課税に「違法」との司法判断が下るなど，

多くの不確定要素を抱えている。鉱物資源法改正問題で生じた外国投資家の不信

感を取り戻し，投資環境の整備をはかること，また高まる資源ナショナリズムと

外国投資家の利益調整をいかにはかるかも喫緊の課題である。

（亜細亜大学教授）

政治混乱のなかで大モンゴル国建国８００年を祝う
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１月５日蜷国連平和維持活動参加のためモン

ゴル兵士２５０人がシエラレオネに向け出発。

９日蜷国会混乱収拾に向けてエンフバヤル

大統領の提案で各党代表者会合開催。

１１日蜷国会議員１０名の連名で国会議長に内

閣総辞職要求書提出。

１３日蜷エルベグドルジ内閣，人民革命党所

属１０大臣の辞表提出を受けて総辞職。

１８日蜷民主党，人民革命党中心の新政権と

一線を画し，「影の内閣」創設を決定。

１９日蜷国民新党創設。第１回会議でM・

エンフサイハン元首相を党首に選出。

蜷マレーシアのサイド・ハミド外相，来訪。

２５日蜷国会，エンフボルド人民革命党党首

を第２３代首相に任命。

２月４日蜷モンゴル青年９人が中国人家庭に

侵入し暴力行為。

６日蜷エンフボルド首相とオヨン国民勇気

党党首が会談，「影の内閣」との協力で合意。

蜷ニャムドルジ国会議長，韓国公式訪問。

８日蜷政府，最低労働賃金を月額４万２５００
トグ
リグから５万３０００トグリグに引き上げを決定。

蜷政府，社会保障年金を３２．３％引き上げ，

公務員平均給与を１１万５０００トグリグと決定。

２８日蜷ニャムドルジ国会議長，オランダ，

フィンランド，ノルウェー歴訪の途に。

３月１日蜷モンゴル支援国実務者会合開催。

援助システムの刷新を検討。

蜷バヤル人民革命党書記長，日本訪問。

２日蜷米国政府，モンゴルに民主化推進，

汚職対策の強化を要請。

６日蜷エンフバヤル大統領，ウランバート

ル市長に首都の空気汚染対策を指示。

１０日蜷第６次イラク平和維持部隊（兵士１００

人）がイラクに向け出発。

１４日蜷急進改革運動がアイバンホウ・マイ

ンズ社との契約は不法として政府を告訴。

１５日蜷ロシアのラブロフ外相，来訪。

２６日蜷エンフボルド首相が訪日。対モンゴ

ル「中小企業育成・環境保全ツーステップ

ローン事業計画」実施のための円借款供与（２９

億８１００万円）に関する交換公文に署名。

２７日蜷ドルノド県バヤンホショー国境税関

所に中国フルンボイル県から電力供給開始。

４月２日蜷民主党大会でエルベグドルジを党

首に再選。

３日蜷商業開発銀行，ソウル市に支店開設。

５日蜷春季国会開会，エンフバヤル大統領

が貧困対策強化を政府に要請。

蜷政府，企業における外国人労働者比率を

３０％以下と決定。

６日蜷スフバートル，ヘンティー両県で吹

雪のため死者８人，家畜５１００頭死亡。

９日蜷国民勇気党と民主党の「影の内閣」，

首相にＥ・バト・ウールを選出。

１０日蜷反政府的市民運動に対抗し，国家安

定を目指す「モンゴル自由学生運動」結成。

１１日蜷スフバートル広場で各派が政治改革，

資源問題解決など求めデモ，座り込み。

１３日蜷モンゴル・カザフスタン政府間委員

会第４回会議が開催。カザフスタンからの円

滑な石油供給問題，モンゴルから移住した

７５００人の生活保障問題などで合意。

１９日蜷スフバートル広場の座り込みが５００

人に拡大。１人が焼身自殺図る。

２３日蜷政府と市民団体各派が資源開発監視

などの作業部会設置で合意。ハンスト中止。

蜷モンゴル・ロシア合弁ウランバートル鉄

道，貨物輸送料金の２９％引き下げを決定。

２７日蜷国会で鉱物資源法改正審議始まる。

５月２日蜷国民勇気党，民主党との「影の内

閣」合意破棄を宣言。

重要日誌 モンゴル ２００６年
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蜷政府，全公務員に「反汚職」誓約義務付け

を決定。

４日蜷武部勤自民党幹事長，来訪。

蜷ムカルジー・インド国防相，来訪。

蜷政府，ロシアから小麦４万覈の緊急輸入

を決定。

蜷急進的刷新運動のリーダーが記者会見し，

バヤンホンゴル県バヤンーオボー村で中国人

による暴行事件が多発と発表。

５日蜷日本の援助による「法律相談・調停

センター」開所式。

６日蜷スフバートル広場の座り込みテント

を盧武鉉韓国大統領来訪にそなえ強制撤去。

７日蜷盧武鉉韓国大統領が来訪。低利借款

供与，技術専門家養成，留学生受け入れ枠拡

大など１６の協定，覚書などに調印。

８日蜷モンゴル・韓国間二重社会保険料控

除廃止条約に両国外相が署名。

１２日蜷国会で銅，金の国際価格上昇に伴う

「超過利得税法」（モンゴル語名称「若干の価格

急上昇製品に関する税法」）可決。

１６日蜷米国大使館，『ゾーニー・メデー』紙

の「米国国際開発機関がオヨン議員に４０万訐

供与」の報道に抗議。

蜷ヘンティー県のサルヒト金鉱で金盗掘者

が警察官を襲い負傷させる。

２０日蜷金盗掘者の集団が金採掘大手のエレ

ル社を襲撃。

３０日蜷市橋日本大使とエンフボルド外相が

東部道路建設計画に関する交換公文に署名。

３１日蜷政府，オルホン盆地一帯を文化遺産

保護区に決定。

６月２日蜷国会が新婚夫婦，新生児，１８歳ま

での子供などへの補助金支給案を可決。

１４日蜷『ゾーニー・メデー』紙が「チンギ

ス・ハーンは中国人」とする中国の歴史認識

を批判する記事を掲載。

１４日蜷エンフバヤル大統領が子供に対する

支援金支給などの国会決定に対し，支給方法

など一部規程に拒否権を発動。

１５日蜷エンフバヤル大統領が上海協力機構

首脳会議に出席。中国の胡錦濤国家主席，ロ

シアのプーチン大統領ら各国首脳と会談。

蜷ボローゴール社の金鉱で環境破壊などへ

の抗議デモが発生。参加者１人死亡。

蜷日本経済産業省とモンゴル産業通商省間

の第１回定期協議開催。鉱物資源開発，貿

易・投資促進などを協議。

２２日蜷国会，子供への支援金支給に対する

大統領の拒否権を受諾し，一部改正して可決。

２３日蜷国会，建国８００年記念に際し，恩赦

法案を可決。

２８日蜷政府，公務員給与の１７．５％引き上げ

を決定。２月１日に遡って施行。

２９日蜷モンゴル・韓国領事会議，犯罪人引

渡し条約案，警察・検察業務協力などを協議。

蜷国会，法人税法改正案を可決。

７月１日蜷新婚夫婦に５０万トグ
リグ，新生児に１０万

トグ
リグなどの補助金支給を開始。

２日蜷金田勝年外務副大臣来訪，第３次初

等教育施設整備計画交換公文に署名。

蜷国会各派，燃料・エネルギー省提案の中

国からの３億訐借款によるエグ河発電所建設

計画に反対を表明。

３日蜷国内２３人目のエイズ患者が発生。

蜷バヤンホンゴル，ヘンティー県でタルバ

ガンのペスト発生。

６日蜷国会，汚職防止法改正案を可決。

蜷政府，建国８００年，革命８５周年記念に関

連し，関係機関に犯罪防止策徹底を指示。

蜷国会，新「国歌」を決定。

８日蜷国会，鉱物資源法改正案可決。

蜷第１２回ロシア・モンゴル政府間経済協力

委員会会議開催。

２００６年 重要日誌
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１１日蜷ロシアのフラトコフ首相来訪。５年

間の包括的経済協力で基本合意。

蜷トゥブ県のザーマル金鉱で盗掘者５００～

１０００人が金鉱を襲い死傷者が出る。

１７日蜷各地で洪水，死者１４人。

２３日蜷国家監査委員会の調査で交通警察官

の６７％に収賄経験のあることが判明。

２６日蜷ニャムドルジ国会議長，エンフボル

ド首相らが日本の自民党代表団と会談。

蜷韓国労働相が来訪。韓国在住モンゴル人

労働者問題に関して協議，覚書署名。

蜷伊藤忠商事の小林社長が首相と会見。

８月２日蜷キム・ハクス国連アジア太平洋経

済・社会委員会事務局長，来訪。

４日蜷韓国がモンゴル人労働者受け入れ枠

を将来３万人まで拡大と表明。

６日蜷ヘンティー県で炭疽病発生（４件目）。

７日蜷セレンゲ県ホスタイ鉱山のBLT社

の開発事業に付近住民らが反対声明。

蜷北朝鮮の人権に関する第３回国際議員集

会がウランバートルで開催。モンゴル代表が

「１９９４年から常時２００～５００人の北朝鮮労働者

が建設作業に従事，現在まで延べ２万１０００人

に達する」と報告。

９日蜷ヘルレン河中州で建国８００年祭開催。

蜷クウェートが政府庁舎建設に１５００万訐の

無償援助を決定。

１０日蜷小泉純一郎首相が来訪。今後１０年間

の両国間の「総合的パートナーシップ」を協議。

蜷タバントルゴイ訓練場で国際平和維持活

動共同訓練実施。米国，インド，バングラデ

シュ，フィジー，トンガ，タイなどが参加。

１６日蜷政府，新学期から小学１，２年生に

昼の給食提供を決定。

１７日蜷タイのカンタティ外相，来訪。

２０日蜷アルハンガイ，セレンゲ，ゴビアル

タイの３県で炭疽病発生。

２１日蜷エンフバヤル大統領の招待でダラ

イ・ラマ１４世が来訪。

２３日蜷政府，「４万戸住宅建設２００６～２００９年

基本計画」を決定。

２４日蜷中国外交部，ダライ・ラマのモンゴ

ル訪問を非難。

９月２日蜷第４６選挙区国会議員補欠選挙実施。

人民革命党推薦のエンフトブシンが当選。

６日蜷政府とアイバンホウ・マインズ社が

契約書作成合同作業部会を設置。

１２日蜷鉱山部門投資家会議，開催。

１６日蜷額賀福志郎防衛庁長官，来訪。

１９日蜷エンフボルド首相，国連総会に出席。

２８日蜷モンゴルと中国の建設労働者間で集

団暴力事件発生。

１０月４日蜷日本の草の根無償資金協力でウラ

ンバートルに「環境教育センター」完成。

５日蜷デンマークがウランバートル，ダル

ハンなどの暖房設備改善支援を表明。

７日蜷中国人建設労働者が暴力事件を起こ

し，警察官にも暴行。

９日蜷バヤルトサイハン財務相が世界銀行

との協議会で，「貧困層が人口の３６％に達し

た」と報告。

蜷閣議で観光客の現状報告。２００６年８月末

現在２６万９８９８人で前年比１８．１％増。

１１日蜷ベルギーが地方の医療改善に４５０万
ユー
ロ の低利借款供与を決定。

蜷ブルガリアのブリジナコフ国防相が来訪。

１３日蜷民主党会派が国会にエンフボルド内

閣不信任決議案を提出。

１６日蜷スフバートル広場で「健全な市民運

動」などが内閣退陣を求め座り込みを開始。

１７日蜷国会，４万戸住宅建設資金のための

６００億トグ
リグの国債発行案を承認。

１９日蜷農牧業銀行がソウルに支店開設。

２０日蜷アイバンホウ・マインズ社がオ

モンゴル
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ヨー・トルゴイ鉱山株９．９５％をRioTinto 社

に３億３００万訐で売却。

蜷ブリヤート共和国のルブサノフ国会議長

が来訪。国境貿易など各種協力を協議。

２５日蜷モンゴル駐在米国大使館と共催でア

メリカ留学経験者第１回会合開催。

２６日蜷国会，民主党会派提出のエンフボル

ド内閣不信任案を否決。

２９日蜷ロシアの麻薬監視委員会代表団が

来訪。麻薬撲滅に向けた協力議定書に署名。

３０日蜷「大将」称号を持つ退役軍人たちが

政治運動グループを結成。

蜷２６日の市民集会取材の記者を警察官が暴

行・拘束した件に関し，モンゴル日刊紙連合

が政府に対して「非民主的活動」と抗議し，抗

議文を一面に掲載。

３０日蜷ウランバートルでシニアボランティ

アの日本人殺害事件発生。

蜷蔵相，環境相連名で「環境破壊に関する

情報提供者への報奨金付与規則」施行。

１１月２日蜷エンフボルド首相がトルコ訪問。

建設，環境，石油開発，教育部門などでの協

力問題を協議。トルコが住宅建設，皮革産業

振興に向け２０００万訐の借款供与を表明。

６日蜷「急進的改革運動」「健全な市民運

動」など諸団体が「モンゴル民族戦線」を組織

し，スフバートル広場で全国民集会開催。

１０日蜷政府，「超過利得税法」改正案を国会

に上程。

１２日蜷カザフスタンのトカエフ外相，来訪。

１４日蜷ドルノド県で家畜泥棒が横行。警察

庁が前年比で４１．８％増と発表。

１７日蜷国連開発計画（UNDP）がモンゴル中

小企業振興にむけ３億トグ
リグ借款供与を決定。

蜷国会経済常任委員会，市域振興費として

全選挙区に２億５０００万トグ
リグの分配を決議。

２０日蜷西部地区道路７４５キロメートルの整備でアジア

開発銀行（ADB）と覚書署名。

２２日蜷エンフボルド首相が中国公式訪問。

エグ河水力発電所建設に対する中国からの３

億訐融資に関する交換文書などに署名。

１２月１日蜷臨時閣議，バヤンウルギー県のア

スガト銀鉱山の開発権をモンゴルロスツェベ

トメント社に売却を決定。

蜷中国，カザフスタンからの石油輸入開始。

４日蜷エンフバヤル大統領がロシア訪問。

２００６～２０１０年通商・経済発展計画など１４文書

に調印。

７日蜷日本のエイチ・エス証券などの企業

連合がゴビ社（カシミヤ製品製造）を予定価格

より１６０万訐高の１３８５万訐で競売落札。

１２日蜷カタール政府がスポーツ選手宿舎，

地方交通振興に向けて１０００万訐無償援助。

蜷民主党代議員会，トブデンドルジ書記長

を解任しドルリグジャブを書記長に選出。

蜷人民革命党幹部会，刷新案採択できず。

蜷４万戸住宅建設国債発行を延期。

１３日蜷憲法裁判所，超過利得税法の一部条

項を憲法違反と裁定。

１７日蜷ADBがモンゴル教育部門に１３００万

訐の借款供与。

１８日蜷エンフバヤル大統領，国会が承認し

た「選挙区ごとに２億５０００万トグ
リグ分配」を盛り込

んだ２００７年度予算案に拒否権発動。

蜷汪光�中国建設部長が来訪。４万戸住宅
建設への投資などを盛り込んだ覚書に署名。

２４日蜷５０００トグリグの偽札が３５枚発見される。

２７日蜷エンフボルド首相，グンダライ保健

相を解任。

２００６年 重要日誌
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大統領 N.Enkhbayar

〔閣 僚〕

首相 M.Enkhbold

副首相 M.Enkhsaikhan

外務相 N.Enkhbold

大蔵相 N.Bayartsaikhan

法務・内務相 D.Odbayar

自然・環境相 I.Erdenebaatar

教育・文化・科学相 E.Enkhtubshin

国防相 M.Sonompil

産業・通商相 B.Jargalsaikhan

社会保障・労働相 L.Odonchimed

食糧・農牧相 D.Terbishdagva

保健相 T.Gundalai１）

道路・運輸・観光相 Ts.Tsengel

建設・都市計画相 J.Narantsatsralt

燃料・エネルギー相 B.Erdenebat

国務相（災害防止担当） S.Otgonbayar

国務相（行政監察担当） U.Khurelsukh

官房長官 S.Batbold

〔国家大会議〕

議長 Ts.Nyamdorj

副議長 D.Lundeejyantsan

（注） １）首相が２００６年１２月２７日にT.Gundalai

保健相の解任を表明したが，１２月末現在，

参考資料 モンゴル ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）

（注） １）国家元首，政党の推薦を受け国民の直接選挙で選出，任期４年，大統領資格は
４５歳以上，選挙前５年以上継続し国内に居住したモンゴル国籍の者。２）国家最高機関，
定員７６人，任期４年，議員資格２５歳以上。首相以下の閣僚を選出。定例年２回，１回
７５日以上。３）最高裁長官，検事総長は国家大会議議決を経て大統領が任命。４）任期
４年。５）アイマグ（県），首都の知事は地方議会の提案で首相が任命。ソム（郡），区等
の首長は上部アイマグ，首都知事が任命，任期４年。

２ 政府・議会要人名簿
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国会承認がなされていない。

３ ２００６年経済成果（暫定，抄訳）
（国家統計局発表）

１．国家財政

２００６年の歳入および援助総額は１兆３５３２億
トグ
リグ，歳出は１兆２２８７億トグ

リグで財政収支は１２４５億
トグ
リグの黒字であった。経常収入は１兆３４６９億トグ

リグ，

経常支出は９７８５億トグ
リグで経常収支は３６８４億トグ

リグの

黒字であった。

税収は前年比６２．６％（４３３４億トグ
リグ）増加した。

うち外国貿易税収は２５．３％（１４４０億トグ
リグ），特別

税収２６．８％（２１２０億トグ
リグ），付加価値税収３１．０％

（５６１０億トグ
リグ）それぞれ増加した。

２．金融，株式

２００５年１１月末現在の通貨供給量（Ｍ２）は１

兆５８６１億トグ
リグに達し，前年同期比で４２．８％増で

あった。

１２月末の個人および法人の定期預金は

４．３％増（２６５億トグ
リグ）で６４１３億トグ

リグに達した。外貨

預金は０．９％減（３５億トグ
リグ）であった。

１１月末現在，個人および法人に対する貸付

残高は前月比で４．６％増加して１兆１８１４億トグ
リグ

に達した。期限切れ貸付残高は５．４％，不良

債権は０．９％それぞれ増加した。

２００６年の証券市場における総取引は７億

４４００万株（前年比２．８倍），１８０億トグ
リグ（前年比１．５

倍）であった。

３．物価

２００６年１２月の消費者物価指数は年初比で

６．０％，前月比で０．５％それぞれ上昇した。

内訳をみると，情報通信機器，郵便サービ

ス関連が前年同期比で１３．４％下落し，その他

が６．３～２３．６％上昇した。薬品，医療サービ

ス部門が２３．６％で最大の上昇幅であった。

調査対象２８７品目の１２月の物価指数は前月

比で１３．６％の品目が上昇し，５．９％が下落

し，８０．５％が安定した状態であった。

４．貿易

２００６年の貿易総額は３０億訐に達した。うち

輸出は１５億２８８０万訐，輸入は１４億８９２０万訐で

貿易収支は３９６０万訐の黒字であった。これは

国際市場における銅価格の上昇，カシミヤ原

料，繊維製品の輸出増加に負うところが大き

い。貿易総量は前年比３４．２％，うち輸出が

４３．６％増，輸入が２５．７％増であった。

〔輸出〕前年比で鉱産物が４億３２５０訐，繊

維原料および繊維製品（カシミヤ，羊毛製品

など）が５２２０万訐，原皮および加工皮革，獣

毛などが１１３０万訐それぞれ増加したことが輸

出額増加の要因であった。貴金属類の輸出額

は６１４０万訐の減少であった。鉱産物が輸出額

増加全体の９３．２％を占めたが，うち銅精鉱は

３億８９０万訐増，亜鉛精鉱は８０９０万訐増，蛍

石精鉱は９９０万訐増であった。

２００５年には加工・半加工貴金属，宝飾品が

輸出額全体の３１．１％を占めていたが，２００６年

には１７．７％に落ち込んだ。これは金の輸出量

が３５．４％減少したことが要因であった。

銅精鉱の輸出量は前年比で２．１％増であっ

たが，金額面では９４．７％増であった。２００５年

には１覈当たりの銅精鉱の平均価格は５５５．７

訐であったが，２００６年は９０．７％上昇して

１０５９．９訐であった。

〔輸入〕輸入額で大きな比重を占める鉱産

物は前年比１億１９８０万訐増，輸送関連機器は

３７５０万訐増，食品類は２１９０万訐増，化学製品

は１８１０万訐増であった。機械，設備，電気製

品，テレビおよびこれらの部品は１４６０万訐増

で，輸入増加の大きな要因であった。ただし

繊維，繊維製品の輸入は１２３０万訐減少した。

また自動車ガソリンが３９．８％（４８９０万訐），

ディーゼル燃料が２８．６％（４４８０万訐），航空機

２００６年 参考資料
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燃料が２．８倍（１９８０万訐），それぞれ増加した

ことが鉱産物の輸入増加に影響した。

５．工業

２００６年の工業総生産は８８９０億トグ
リグ（２０００年価

格）で，前年比７３９億トグ
リグ，すなわち９．１％増加

した。

医療器具，銅，モリブデン，蛍石，石炭，

電力，繊維製品，石油，皮革製品，ガラス製

品，梳毛カシミヤ等々の生産が前年比で０．３％

～４．８倍増加し，一方で水供給，化学製品，

木工品，コークス，衣類，毛皮製品等々の生

産が３．４～４４．５％減少した。統計調査対象の

約３６０種の工業製品のうち，前年比で６３．５％

が生産増で，３６．５％が生産減であった。

６．運輸

２００６年に２４００万覈の貨物，延べ１億９５４０万

人の旅客を輸送した。前年比で貨物輸送は

１．３％増，旅客輸送は１．４％減であった。

鉄道での貨物輸送は５．２％減，旅客輸送は

２．３％増であった。また通過貨物量は１７．２％

減であった。航空機での旅客輸送は８．８％増，

貨物輸送は５．１５％増であった。自動車での貨

物輸送は１３．７％増，旅客輸送は１．３％増で

あった。

７．農牧畜業

〔牧畜〕２００６年末の家畜算出結果（暫定値）

によると，家畜総数は３４８０万頭で，前年比

１４．５％（４４０万頭）の増加であった。うちラク

ダが３０万頭，馬が２１０万頭，牛が２２０万頭，羊

が１４８０万頭，ヤギが１５５０万頭であった。全国

で家畜数調査を開始した１９２４年以降で最多の

家畜数を記録した。すべての家畜のうち，ラ

クダのみが減少（７００頭）した。

年初妊娠母家畜のうち８７．２％が出産し，そ

のうち９５．３％（１０８０万頭）が育っており，家畜

数調査開始以降で最多の数となった。

〔農産物〕２００６年に穀物１３万８６００覈，馬鈴

薯１０万９１００覈，野菜７万４００覈を収穫し，ま

た干草９８万３３００覈，飼料３万４０００覈を調達し

た。２００５年比で穀物は８４．３％（６万３４００覈）増，

馬鈴薯が３１．８％（２万６４００覈）増，野菜が１０％

（６４００覈）増，干草が１６．３％（１３万８２００覈）増で

あった。飼料は３．６％（１２００覈）の減であった。

８．失業者

２００６年末現在，全国で正式に登録済みの失

業者は３万２９００人で，前年同期と同数であっ

た。全国で１万８８００人の女性が失業登録して

いるが，これは全体の５７％を占めている。

２００６年末で未就労者数は２６万人で，うち高

齢，病気，家事など理由による未就労者は１６

万人であった。

９．教育

２００６／０７年学年期初めの全種学校の就学者

は８０万４４００人で，前年比１６００人減少した。全

就学者のうち５２．５％を女性が占めた。

普通教育学校の教師１人当りの生徒数は前

学年期２４．６人が，１．８％減少して２２．８人と

なった。しかし大学，短大においては前学年

期の１９．７人から２０．９人に増加した。

１０．健康

子供出生数は４万７４００人で前年比４．９％

（２２０５人）増であった。１歳未満での死亡は９３７

人で前年比０．１％減，１～５歳までの死亡は

２０２人で前年比１５．５％減であった。

伝染病患者数は３万６２００人となり，前年比

３９００人増加した。

１１．犯罪

２００５年の犯罪件数は１万８３００件で前年比

４．８％増加した。

殺人，暴行，強盗などの犯罪は減少した。

しかし環境保護に関する犯罪，人権侵害に関

わる犯罪などが大幅に増大した。

（Monthly Bulletin of Statistics , ２００６年１２月）
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主要統計 モンゴル ２００６年

１ 基礎統計

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６２）

人 口１）（年末，１，０００人）
消費者物価上昇率（％）
失 業 者 数（年末，１，０００人）
為替レート（１ドル＝トグリグ，年末）

２，４０７．５
８．０
４０．３

１，１０２．００

２，４３２．２
１．６
３０．９

１，１０２．００

２，５０４．６
４．７
３３．３

１，１６９．０

２，５３３．２
１１．０
３５．６

１，２０９．０

２，５６２．８
９．５
３２．９

１，２２９．０

２，５９４．１
６．０
３２．９

１，１６５．０

（注） １）国内居住者のみの統計。２）暫定値。
（出所） Monthly Bulletin of Statistics, ２００６年１２月号；Mongol Ulsin Ediin Zasgiin Baidlin Tukhai

Taniltsuulga（モンゴル国家統計局『モンゴル経済，社会状況報告』），２００６年１２月号。

２ 主要経済指標

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６１）

Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）
工業総生産（１０億トグリグ，２０００年価格）２）

工 業総生産成 長 率（％）
投 資（１億トグリグ，名目）
国 家 歳 入（１０億トグリグ）
国 家 歳 出（同上）
財 政 収 支（同上）

貿 易 総 額（１００万ドル）
輸 出（同上）
輸 入（同上）
貿 易 収 支（同上）

総 家 畜 数（１００万頭）
子家畜育成数（１，０００頭）
出生数に対する育成率（％）

１．０
２６１．８
１１．８
３０９．２
４２４．５
４７０．０
―４５．５

１，１５９．２
５２１．５
６３７．７
１１６．２
２６．１

７，３７０．７
７９．５

３．７
２７１．７
３．８
３９４．４
４７７．０
５４８．６
―７０．０

１，１５９．９
６１５．９
８０１．０
―１８５．１
２５．５

６，８０８．７
８７．８

５．３
２７６．６
２．０
５１３．９
５５３．９
６１５．８
―６１．９

１，３８７．５
６００．２
７８７．３
―１８７．１
２５．３

７，８８５．５
９３．４

１０．６
８４８．７
１３．０
５７９．７
７１３．１
７５２．５
―２４．５

１，８９０．８
８６９．７
１，０２１．１
―１５１．４
２８．０

９，２９６．１
９７．２

６．２
８１３．１
―４．２
７９７．２
８３３．３
７７２．９
６０．４

２，２０２．４
１，０５３．７
１，１４８．７

―９５．０
３０．４

９，３３２．９
９４．１

８．４
８８９．０
９．１
８５８．２
１，３５３．２
１，２２８．７
１２４．５
３，０００．０
１，５２８．８
１，４８９．２
３９．６
３４．８

１０，８００．０
９５．３

（注） １）暫定値。２）２００３年までは１９９５年価格換算。
（出所） 表１に同じ。

３ 作物収穫高

年
穀 物 馬 鈴 薯 野 菜

（１，０００t）

総作付面積

（１，０００ha）
総 計
（１，０００t）

１ha 収穫
（１００kg）

総 計
（１，０００t）

１ha 収穫
（１００kg）

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６＊

１４２．２
１２５．９
１６５．０
１３８．５
７５．２
１３８．６

７．１
５．７
７．９
８．０
４．７
１１．０

５８．０
５１．９
７８．７
８０．２
８２．７
１０９．１

６５．７
５６．４
９３．４
８８．３
８４．８
１０１．７

４４．５
３９．７
５９．６
４９．２
６４．０
７０．４

２１７．６
２８５．７
２２５．９
２００．５
１８９．５
１６２．０

（注） ＊暫定値。
（出所） 表１に同じ。

１１６



４ 家畜頭数 （単位：１，０００頭）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

総 数
ラクダ
馬
牛
羊

山 羊

３０，０９７
３２２

２，６５０
３，０８９
１３，８０７
１０，２３０

２６，０５８
２８５

２，１９１
２，０７０
１１，９２８
９，５８５

２３，６８５
２５２

１，９７０
１，８６９
１０，５３７
９，０５６

２５，３０７
２５６

１，９５８
１，７８４
１０，７０６
１０，６０３

２７，９６７
２５６
１，９９９
１，８３６
１１，６６０
１２，２１５

３０，３９９
２５４
２，０２９
１，９６４
１２，８８５
１３，２６９

３４，８０２
２５３
２，１１４
２，１６７
１４，８１５
１５，４５１

（注） ＊暫定値。
（出所） 表１に同じ。

５ 主要輸出品 （単位：１万ドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

銅 精 鉱
モリブデン精鉱

金
亜 鉛 精 鉱
梳毛カシミヤ
カシミヤ原毛

１３，８０８．７
９６５．２

―
３，０１０．９

１６，３６９．５
１，５３０．０
１３，７６４．８

―
２，６００．２
９０３．３０

２８，４３２．２
２，００４．１
１３，６８４．５

―
４，４０６．５
６８．５０

３２，６２１．７
４，６６７．７
３３，１４１．１
１，０２２．０
５，２７９．４
１，３４４．６

６３，５１９．７
４，７７９．３
２７，０１０．５
９，１１４．０
７，９４６．４
６，２８１．４

（注） ＊暫定値。
（出所） Monthly Bulletin of Statistics, ２００６年１２月号；同，２００３年１２月号。

６ 主要輸入品 （単位：１万ドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

機械，電気製品
鉱 産 物
輸送関連機器
食 料 加 工 品
植物原料産品
繊維，繊維製品

１３，４４１．５
１３，２７１．７
７，５５１．１
５，３２１．６
５，８２８．０
８，４１８．３

１６，７９７．８
１６，６５１．０
８，７０７．１
６，１３２．０
３，７９１．８
８，３５３．９

２０，１４８．８
２３，１３２．６
１０，３８２．６
７，３３１．６
７，０５４．５
１０，１７４．５

２５，６０１．５
３２，６５７．９
１１，６００．５
７，８４０．９
５，５９５．０
７，６３５．１

２７，０５９．１
４４，６３４．３
１５，３４８．２
１０，０２７．６
６，４２９．１
６，４０８．５

（注） ＊暫定値。
（出所） 表５に同じ。

７ 主要国別貿易構成比（２００６年）＊） （％）

輸
出

中国 カナダ アメリカ ロシア イギリス イタリア 韓国 ルクセンブルク
６８．１ １１．２ ７．８ ２．９ ２．５ ２．４ １．４ ０．８

輸
入

ロシア 中国 日本 韓国 カザフスタン アメリカ ドイツ ウクライナ
３６．６ ２７．５ ６．８ ５．６ ３．５ ３．０ ２．９ １．６

（注） ＊暫定値。
（出所） Monthly Bulletin of Statistics, ２００６年１２月号。
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８ 主要工業生産状況

単位 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

電 力

石 油

石 炭

蛍 石 精 鉱

銅 精 鉱

モリブデン精鉱

金

亜 鉛 精 鉱

鉄 鉱 石

板 材

セ メ ン ト

石 灰

赤 煉 瓦

建設用扉・窓

絨 毯

フ ェ ル ト

ラ ク ダ 毛 布

ニ ッ ト 製 品

皮 靴

梳毛カシミヤ

小 麦 粉

家 畜 肉

洗 浄 羊 毛

ハ ム 類

パ ン

ア ル コ ー ル

ビ ー ル

ウォッカ，果実酒

飼 料

１００万 kWh
１，０００
バレル
１，０００ｔ

１，０００ｔ

１，０００ｔ

ｔ

kg

１，０００ｔ

１，０００ｔ

１，０００裙

１，０００ｔ

１，０００ｔ

１００万個

１，０００裃

１，０００裃

１，０００ｍ

１，０００枚

１，０００着

１，０００足

ｔ

ｔ

１，０００ｔ

ｔ

ｔ

１，０００ｔ

１，０００褄

１，０００褄

１，０００褄

１，０００ｔ

２，３１２．３

６５．５

５，０１９．３

２１０．０

３５７．８

２，８４３．０

１１，８０８．１

―

―

１４．９

９１．７

３７．０

１７．３

１．８

７０４．８

１１３．９

２８．５

１，２３３．５

５．６

４５０．９

４０．２

６．４

１，４０２．０

７５４．７

２０．２

３，７９６．３

３，２４７．２

６，５９５．７

１１．９

２，３６７．０

７３．７

５，１３４．２

２０９．０

３８１．４

３，０２８．０

１３，６７４．６

―

―

２１．０

６７．７

３０．１

２１．０

４．８

６１４．８

１１０．５

４３．１

２，３１５．７

１６．７

６０８．４

３７．７

１２．０

２，０８９．７

７２７．５

２３．３

３，９６４．６

４，２６７．８

８，６２６．５

９．６

２，４６３．９

１３９．２

５，０３７．４

１５９．８

３７６．３

３，３８４．０

１２，０９７．１

―

―

１０．２

１４７．６

４２．５

１３．２

２．８

５３３．９

１１２．９

３８．３

５，５６３．６

９．５

６２２．１

４９．６

６．８

１，１７９．６

９５０．６

２１．７

４，９０２．３

３，３７５．３

９，４３６．２

１３．０

２，５１９．２

１８３．０

５，５７３．８

１９８．４

３７２．２

３，８３６．６

１１，１１８．６

―

―

１６．６

１６２．３

４２．１

２２．９

５８．６

６６３．１

３０３．０

２７．４

５，１４８．１

４．６

３９６．９

５４．１

１１．１

５０７．８

１，１７０．６

２２．１

２，０７７．６

３，０２７．６

８，８７３．１

１６．８

２，６９２．０

２１５．７

６，７９４．７

１４８．２

３７１．４

２，４２８．０

１９，２３７．３

―

３３．５

１７．８

６１．９

３０．０

１２．５

１．２

６９０．４

６７．８

３６．８

７，９８９．９

３．０

３５７．０

５７．８

４．３

１，７８２．１

１，２７２．２

２３．４

２，２９６．５

７，９８０．７

９，１６１．０

１８．０

２，８１６．８

２００．７

７，７８４．２

１３４．１

３６１．６

２，４６９．０

２４，１２１．９

２２．８

１６７．７

１３．２

１１１．９

８１．２

１６．０

２．８

５８６．９

６９．１

３３．５

３，４４８．５

３．７

５８１．９

５８．３

４．７

８８７．４

１，２９９．７

２２．６

３，０９４．４

７，９９６．９

７，９５６．４

１６．４

２，９３３．０

３６６．８

７，８８５．５

１３７．６

３７０．５

３，０２２．０

２２，５６１．３

１０９．９

１８０．０

９．６

１４０．８

６０．４

２２．２

３．６

６０６．３

６８．８

３４．４

４，５２９．３

４．９

１，０６４．４

６３．６

７．８

１，１０７．８

１，２２５．４

２０．４

４，０３２．９

７，３９３．０

１０，７１９．６

２５．０

（注） ＊暫定値。
（出所） 表１に同じ。
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